別紙２
（提出に当たって本ページは削除すること。）
●　研究計画書は、以下の構成となっております。
【必須】となっている様式は必ず提出すること。
【該当研究計画のみ】となっている様式は該当研究計画のみ提出すること。
●　本事業への応募は全て「府省共通研究開発管理システム(e-Rad)」で行います。必要な様式を全てe-Radシステムにて提出すること。
	「技術革新を加速化する最先端分析技術の応用研究支援事業」

	・様式
	表紙
	【必須】

	
	
	

	・様式１－１
	研究計画概要図
	【必須】

	・様式１－２
	研究計画のポイント
	【必須】

	・様式１－３
	研究グループの構成
	【該当研究計画のみ】

	・様式１－４
	研究計画の実施体制図
（研究グループの関係図）
	【該当研究計画のみ】

	
	
	

	・様式２－１
	研究計画の内容
	【必須】

	・様式２－２
	参画機関の特許権等への取組状況
	【必須】

	・様式２－３
	経理事務体制について
	【必須】

	・様式２－４　
	研究管理運営機関を活用する理由書
	【該当研究計画のみ】

	
	
	


●　研究計画提案書作成に当たっては、必ず下記の資料をご一読願います。
　①　「府省共通研究開発管理システム(e-Rad)」による応募手続きについて（別紙１）
　②　「メタボローム解析を活用した農林水産・食品分野における産学官連携研究　推進方針」（平成２７年１月農林水産技術会議事務局策定）
（提出に当たって本ページは削除すること。）
（提案書様式：表紙）
「技術革新を加速化する最先端分析技術の応用研究支援事業」
研究計画提案書
	研究計画名
	


	研究プラットフォーム
	

	個別研究
	

	研究プラットフォーム＋個別研究
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　※いずれかに○をつけてください。
	
	合計
	うち26年度

執行見込み

	必要経費（総額）
	　○○，○○○(千円)
	○○，○○○(千円)

	
	国庫補助金
	　○○，○○○(千円)
	○○，○○○(千円)

	
	その他
	　○○，○○○(千円)
	○○，○○○(千円)

	【研究代表者名等】

	（フリガナ）
研究代表者名
	
	役職
	

	所属機関・部署名
	

	

	（フリガナ）
経理責任者名
	
	役職
	

	所属機関・部署名
	


様式１－１（研究計画概要図）Ａ４用紙１枚程度（縦・横いずれでも可）
	研究計画名
	


研究内容の理解を容易にするための図等を添付してください。
様式１－２（研究計画のポイント）
各項目について100～200文字で簡潔に記載してください。
	①　事業の趣旨及び公募課題との整合性　（→p.○）
	

	


	②　研究計画の内容（概要）（→p.○）
	

	


	③　研究計画の達成目標　　（→p.○）
	

	


	④　技術的な優位性　（→p.○）
	

	


	⑤　実需者等のニーズへの対応　（→p.○）
	

	


	⑥　提案する研究計画の実現可能性、継続的に研究を行う体制　（→p.○）
	

	


	⑦　研究成果の普及可能性、波及可能性　（→p.○）
	

	


様式１－３（研究グループの構成）
	①　研究グループの構成員
	
	

	
	機関名
（支所等名まで記載）
	主な役割（簡潔に記載）
	研究費の見込額


	
	
	
	国　費

（千円）
	その他
（千円）
	合　計
（千円）

	拠点研究機関
又は

個別研究の代表機関
	
	
	
	
	

	共　同
研　究
機　関
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	研究管理運営機関
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	


（必要に応じて行を追加・削除）
※１　研究プラットフォームに応募する場合は、「又は個別研究の代表機関」の文字を削除してください。個別研究に応募する場合は、「拠点研究機関又は」の文字を削除してください。

※２　拠点研究機関又は個別研究の代表機関及び共同研究機関の役割分担を簡潔に記載してください。
　  ※３　研究管理運営機関の項目は、該当しない場合は削除してください。
　②　研究グループの設立見込み（設立方式及び設立可能時期）
研究グループによるコンソーシアムの設立方法や設立可能時期について記載してください。
様式１－４（研究計画の実施体制図（研究グループの関係図））
	


（注１）各機関ごとに、研究実施場所及び研究計画を記載してください。
（注２）「民間企業」「研究管理運営機関」については、そのことが分かるように記載してください。
様式２－１（研究計画の内容）
１．研究開発の目的と解決すべき技術的課題
　＜研究プラットフォームに応募する場合＞

メタボローム解析を活用した技術革新に向け、研究プラットフォームを構築し、農林水産・食品分野におけるメタボローム解析の技術自体の研究開発やバイオインフォマティクス技術の研究開発、及び、他の研究機関やデータベースとのネットワーク化などの観点からの研究に取り組む背景と目的を記載してください。
その目的を達成するために解決すべき技術的課題とそれを解決する手法について、分かりやすく記載してください。
　＜個別研究に応募する場合＞

　　提案研究を実施する背景と目的を記載してください。

　　その目的を達成するために解決すべき技術的課題とそれを解決する手法について、分かりやすく記載してください。
２．研究計画の具体的内容
（１）研究開発等の方法等

提案する研究開発等の方式又は方法について、研究開発の具体的内容及び研究開発の目標を踏まえて、具体的に記載してください。
特に、研究プラットフォームに提案する場合は、公募要領２（１）「研究プラットフォームの構成の要件」に記載している事項に、どのように対応するのかを具体的に記載してください。
（２）参画機関の概要

研究グループ等を構築する拠点研究機関及び共同研究機関の概要・役割を以下の記載例に従って記載してください。

（記載例）
【拠点研究機関】（個別研究の場合は【代表機関】）
１．研究機関名等：（独）○○機構○○研究所 
２．所在地：○○県○○市○○町○○丁目○○番地○○号

３．役割：
　　①　研究プラットフォームのとりまとめ
②　最新のメタボローム解析機器の設置
③　共同研究機関からのメタボローム解析用の資材の受け入れ及びデータ解析
④　データベースの構築・連携
【共同研究機関①】
１．研究機関名等：○○大学大学院○○研究科 

２．所在地：○○県○○市○○町○○丁目○○番地○○号

３．役割：
　　①　バイオインフォマティクスの技術開発
②　拠点研究機関へのバイオインフォマティクス専門家の派遣
【共同研究機関②】
１．研究機関名等：○○株式会社 

２．所在地：○○県○○市○○町○○丁目○○番地○○号

３．役割：
　　①　発酵食品の美味しさについてのメタボローム解析
②　拠点研究機関への研究者の派遣
（３）研究計画の具体的な内容
①　研究計画の構成及び年次計画
（１）で記載した研究計画における、各年度毎の実施計画と目標について、分かりやすく記載してください。併せて、研究グループの参画機関ごとの研究内容を記載してください。

また、研究計画の個々の研究項目をどのような手順で行い、各年度にどの程度の経費が必要となるかを、以下の一覧表にまとめてください。
	研究項目
	事業実施期間
	事業終了後

	１．○○における△△の確立
　(1)・・・・・・・・・・の解析
　(2)・・・・・・・・・・の開発
　(3)・・・・・・・・・・の試作
２．○○における△△の開発
　(1)・・・・・・・・・・の解明
　(2)・・・・・・・・・・の開発
　(3)・・・・・・・・・・の解析

	
	


②　研究項目ごとの研究方法
研究計画の研究項目ごとの目標を達成するための手法について、分かりやすく記載してください。

③　研究項目ごとの予算配分の妥当性
研究計画の研究項目ごとの研究内容と手法に係る予算配分の妥当性について、各研究計画の内容を踏まえながら分かりやすく記載してください。
３．研究計画の達成目標

提案する研究計画に係る研究開発の目標について、年度ごとに具体的に記載してください（「△△△△が可能なこと。」、「○○○○式であること。」、「△△△△については○○以上であること。」、「○○個以上について△△する。」その他、可能な限り具体的かつ定量的な表現により記載してください。）。
上記の研究開発の目標（達成目標）については、その設定理由や設定が妥当である理由（具体的データ等）を記載してください。

４．提案技術の技術的優位性
提案技術の技術的優位性について、従来から一般的に行われてきた方法（従来技術等）や他の同様の技術と比較するなどして、分かりやすく記載してください。

５．実需者等ニーズへの対応

　　　メタボローム解析を活用した商品開発など実需者のニーズをどの程度把握しており、そのニーズにどのように対応していくのかを具体的に記載してください。
　
６． 研究計画の実現可能性について
（１）当該提案に有用な研究開発実績
研究計画に沿って、提案する方式又は方法に関する国内外の状況、その中での応募者の本研究開発又は本研究開発の円滑な遂行に資する関連研究開発の実績及びその位置付け等を、研究発表等を引用して記載し、提案内容を遂行できる能力を有していることを、携わる全ての研究機関について記載してください。
なお、関連の特許や論文等の一覧は別紙で記載していただいても結構です。

（２）当該提案に使用する予定の設備等の保有状況
本事業を進めるに当たって使用する予定の主な設備等の保有状況とその用途を記載してください。

（３）　他の研究開発事業との連携

農林水産省の他の研究開発事業（例えば、戦略的イノベーション創出プログラム（SIP）など）等と連携し、効率的な実施体制を有する場合は、以下の記載例に従って事業名等を記載してください。

対象事業は、現在実施中及び今後実施予定のものを対象とします。

（記載例）

	事業名
	事業実施年度
	効率的な実施体制について

	○○事業
	平成○○～○○年度
	○○事業で解析したデータについて、共同してデータベースの構築が可能である。

	
	
	


※行を適宜追加してください。

（４）　研究期間終了後の継続的な研究体制について

研究期間終了後においても、本事業で創出した研究成果の検証や改良を行うなど継続的な研究を行うために、どのような体制を整備しているかを具体的に記載してください。
７．本研究において創出する技術的成果の波及の可能性について
本事業による研究成果が、将来的にどのように商品開発や農林水産物の原料調達などに波及するのか記載してください。
８．研究開発の実績等
（１）現に実施又は応募している公的資金による研究開発
現に実施あるいは応募している公的資金による研究開発がある場合には、今回応募する研究代表者のほか、代表機関及び共同研究機関の研究員ごとに、制度名、研究計画名、実施期間及び予算額を記載してください。また、今回応募する研究計画と関連する場合は、その研究成果・内容を簡潔に記載するとともに、本事業の研究計画と明確に区別できることを記載してください。
（記載例）
研究代表者名（所属機関）
○○費（○○省）、「・・・に関する技術開発」（2005 ～ 2009）
○○助成費（○○省）、「・・・に関する研究」（申請中）（2009 ～ 2012）
共同研究機関の研究員（所属機関）
（２）共同研究機関のグループとしてのこれまでの活動状況
研究計画を応募するに当たって、共同研究機関のグループ（完全に同じ研究実施体制でなくても結構です。）としてのこれまでの活動状況（産学官連携に関する研究会、検討会への参画、他機関との共同研究実績等）について、簡潔に記載してください。

（３）現に実施し、又はこれから実施する予定の自己資金により並行して実施する研究開発
本研究計画を遂行した後に、当該業務から得られた研究開発成果を応用・実用化するために必要な応用研究、最適化研究、製品開発などの研究開発を並行して実施する際は、その研究概要、目標（性能等）を明らかにしてください。
また、提案している研究と類似する自社研究を明確に区別できることを記載してください。
９．研究課題及び研究項目ごとの研究費見込額
※　研究課題の最小単位（中課題又は小課題）における各年度の所要見込額を参画研究機関単位で記載してください。参画機関別の所要見込額の合計額は、「11．各研究機関の研究費の詳細見込額」に記載した経費の合計額と一致させること。
	研　究　項　目
	研　究
機　関
	研究費見込額（千円）

	
	
	国費
	その他

	１．○○における△△の確立
　(1)・・・・・・・・・・の解析
　(2)・・・・・・・・・・の開発
　(3)・・・・・・・・・・の試作
２．○○における△△の開発
　(1)・・・・・・・・・の解明
　(2)・・・・・・・・・の開発
　(3)・・・・・・・・・の解析

	○○大学○学部
○○県○○試験場○○支所
（独）○○機構○○研究所
○○大学○学部

○○株式会社
（独）○○機構○研究センター
○○県○○研究センター

	○○,○○○
○,○○○
○○,○○○
○,○○○
○,○○○
○,○○○

	○○,○○○
○,○○○
○,○○○
○,○○○
○○,○○○
○,○○○
○,○○○
○,○○○


	研究機関別の所要経費の合計額
	（独）○○機構○○研究センター
	○,○○○
	○,○○○

	
	○○県○○研究センター
	○○,○○○
	○○,○○○

	
	○○大学○学部
	○○,○○○
	○○,○○○

	
	○○県○○試験場○○支所
	
	○○,○○○

	
	（独）○○機構○○研究所
	○○,○○○
	○○,○○○

	
	○○株式会社
	○○,○○○
	○○,○○○


１０．研究分担者一覧

※　研究項目には中課題及び小課題名を記載し、研究分担者の氏名及び所属等を記載してください。
※　研究代表者には◎、中課題責任者には○、小課題責任者には△を氏名の前に記載してください。
※　エフォート（研究専従率）は、当該研究者の全仕事時間に占める本研究課題に充てる時間の割合（小数点以下を四捨五入した整数値）を以下の記載例のとおり記載してください。同一の研究者が複数の課題を担当する場合は、最初に記載する箇所に数値を記載し、その後は、「前出」としてください。
	研　究　項　目
	研究者氏名
	所属機関・部署・役職名
	ｴﾌｫｰﾄ(%)

	研究代表者
１．○○における△△の確立
　(1)・・・・・・・・の解析
　(2)・・・・・・・・の開発
　(3)・・・・・・・・の試作
２．○○における△△の開発
　(1)・・・・・・・・の解明
　(2)・・・・・・・・の開発
　(3)・・・・・・・・の解析

	◎・・・・
○・・・・
△・・・・
　・・・・
△・・・・
△・・・・
　・・・・
　・・・・
○・・・・
△・・・・
　・・・・
△・・・・
△・・・・

	（独）○○機構○○研究センター○○研究室主席研究員
○○大学○○部○○研究室教授
○○大学○○部○○研究室助教
○○大学○○部○○研究室
○○県○○試験場○○支所○○室主任
（独）○○機構○○研究所○チーム主任
（独）○○機構○○研究所○チーム
（独）○○機構○○研究所○チーム
前出
前出
○○大学○○部○○研究室
○○株式会社○○チーム主査
前出

	○
○
○
○
○
○
○
○
前出
前出
○
○
前出



（◎研究代表者、○中課題責任者、△小課題責任者）
（注）共同機関については、研究の効果的・効率的な推進を図る観点から、課題構成と参画機関の役割分担を明確にするとともに、参画機関数は過度に多くならないように配慮すること。
また、１小課題（最小単位の課題）は、原則として１機関で分担する体制とすること。
１１．各研究機関等の研究費の詳細見込額
１　研究グループの合計

（１）各年度別経費内訳（単位：千円）
	委託費の内訳
	所要額（千円）
	備　考

	
	国費
	その他
	

	1 　直接経費
	
	
	ア～オの計

	ア．人件費
	
	
	

	イ．謝金
	
	
	

	ウ．旅費
	
	
	注３を参照してください

	エ．試験研究費
	
	
	

	（エ．うち機械・備品費）
	(　　　　)
	(　　　　)
	注４を参照してください(2)機械・備品費に内訳を

記載

	（エ．うち雑役務費）
	(　　　　)
	(　　　　)
	(3)雑役務費に内訳を記載

	　オ．研究成果普及費
	
	
	

	②　一般管理費
	
	
	注５を参照してください

	合　計（①＋②）
	
	
	注６を参照してください


（注１）経費の内訳は、公募要領６の（１）「補助対象経費」に従って記載してください。
（注２）各見込額は、消費税込みで記載してください。
（注３）外国での研究等を予定している場合は、備考欄に外国旅費の見積額を記載してください（記載例　外国旅費○○○千円）。また、どのような研究をどこの国で行う必要があるのか、　　Ⅴ【研究計画の具体的内容】の「３．研究計画の具体的な内容」に具体的に記載してください。
（注４）取得価額５０万円以上の機械・備品等の購入する場合記載してください。

　　　　購入する機械・備品等の詳細を（２）に記載してください。
（注５）一般管理費は、試験研究費の１５％に相当する額以内で計上してください。

（注６）合計（①＋②）欄の金額は、様式１－３【研究グループの構成】「①研究グループの構成員」の表に記載した「研究費の見込額」と一致させてください。
（２）機械・備品費の内訳（単位：千円）　
	機械・備品名
(ﾒｰｶｰ名・規格等を併記)
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１（１）各年度別経費内訳表の「エ．うち機械・備品費」欄に計上した機械・備品費の内訳を記載してください。
※２汎用性の高い備品（事務机、椅子等）は計上できません。
※３機械・設備・備品の購入時における付帯工事費は、研究機関の会計処理に合わせ、機械・備品費又は雑役務費に計上してください。雑役務費に計上する場合は、（３）に記載してください。
（３）雑役務費（１件当たり100万円以上）の内訳（単位：千円）
	件名
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１　１件当たり100万円以上の雑役務（試作品作成・データ分析・賃貸借　等）を計画している場合に記載してください。
※２　３件以上を計画している場合は適宜行を挿入し、必要事項を記載してください。
２　研究グループの構成員別

※﷒　拠点研究機関又は個別研究の代表機関、すべての共同研究機関について記載してください。
構成員（研究機関）名：　　　　　　　　　　　　　　

（１）各年度別経費内訳（単位：千円）　
	委託費の内訳
	所要額（千円）
	備　考

	
	国費
	その他
	

	2 　直接経費
	
	
	ア～オの計

	ア．人件費
	
	
	

	イ．謝金
	
	
	

	ウ．旅費
	
	
	注３を参照してください

	エ．試験研究費
	
	
	

	（エ．うち機械・備品費）
	(　　　　)
	(　　　　)
	注４を参照してください(2)機械・備品費に内訳を

記載

	（エ．うち雑役務費）
	(　　　　)
	(　　　　)
	(3)雑役務費に内訳を記載

	　オ．研究成果普及費
	
	
	

	②　一般管理費
	
	
	注５を参照してください

	合　計（①＋②）
	
	
	注６を参照してください


（注１）経費の内訳は、公募要領６の（１）「補助対象経費」に従って記載してください。
（注２）各見込額は、消費税込みで記載してください。
（注３）外国での研究等を予定している場合は、備考欄に外国旅費の見積額を記載してください（記載例　外国旅費○○○千円）。また、どのような研究をどこの国で行う必要があるのか、　　Ⅴ【研究計画の具体的内容】の「３．研究計画の具体的な内容」に具体的に記載してください。
（注４）取得価額５０万円以上の機械・備品等の購入する場合記載してください。

　　　　購入する機械・備品等の詳細を（２）に記載してください。
（注５）一般管理費は、試験研究費の１５％に相当する額以内で計上してください。

（注６）合計（①＋②）欄の金額は、様式２－１【研究計画の内容】「９．研究課題及び研究項目ごとの研究費見込額」の表に記載した「研究機関別の所要経費の合計額」と一致させてください。
（２）機械・備品費の内訳（単位：千円）
	機械・備品名
(ﾒｰｶｰ名・規格等を併記)
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１（１）各年度別経費内訳表の「エ．うち機械・備品費」欄に計上した機械・備品費の内訳を記載してください。
※２汎用性の高い備品（事務机、椅子等）は計上できません。

※３機械・設備・備品の購入時における付帯工事費は、研究機関の会計処理に合わせ、機械・備品費又は雑役務費に計上してください。雑役務費に計上する場合は、（３）に記載してください。
（３）雑役務費（１件当たり100万円以上）の内訳（単位：千円）
	件名
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１　１件当たり100万円以上の雑役務（試作品作成・データ分析・賃貸借　等）を計画している場合に記載してください。
※２　３件以上を計画している場合は適宜行を挿入し、必要事項を記載してください。
１２．参画機関及び研究者情報
（１）参画機関の概要
参画機関（代表機関含む）の代表者名、住所等（実際に研究を実施する支所、学部等ごとに作成）
	拠点研究機関又は個別研究の代表機関
	機関名
	

	
	所在地住所
	〒◯◯◯－◯◯◯◯



	
	代表者
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏名)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	○○○部○○○課

	
	研究実施責任者
（研究代表者）
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏名)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	○○○部○○○課

	
	
	TEL
	**-****-****（内線）
	FAX
	**-****-****

	
	
	e-mail
	
	エフォート
	（%）

	
	経理統括責任者
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏名)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	○○○部○○○課

	
	
	TEL
	**-****-****（内線）
	FAX
	**-****-****

	
	
	e-mail
	

	
	経理責任者
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏名)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	○○○部○○○課

	
	
	TEL
	**-****-****（内線）
	FAX
	**-****-****

	
	
	e-mail
	

	
	業務概要
	

	
	従業員数
	（人）
	

	
	財務状況

（注５～６）
	年度
	平成２３年度
	平成２４年度
	平成２５年度

	
	
	当期純利益（千円）
	
	
	

	
	
	資本金（千円）
	
	
	

	
	
	純資産（千円）
	
	
	


	共同研究機関
	機関名
	

	
	所在地住所
	〒◯◯◯－◯◯◯◯



	
	研究実施責任者
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏名)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	○○○部○○○課

	
	
	TEL
	**-****-****（内線）
	FAX
	**-****-****

	
	
	e-mail
	
	エフォート
	（%）

	
	経理責任者
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏名)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	○○○部○○○課

	
	
	TEL
	**-****-****（内線）
	FAX
	**-****-****

	
	
	e-mail
	

	
	業務概要
	

	
	従業員数
	（人）
	

	
	財務状況

（注５～６）
	年度
	平成２３年度
	平成２４年度
	平成２５年度

	
	
	当期純利益（千円）
	
	
	

	
	
	資本金（千円）
	
	
	

	
	
	純資産（千円）
	
	
	


	研究管理運営機関
	機関名
	

	
	所在地住所
	〒◯◯◯－◯◯◯◯



	
	研究実施責任者
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏名)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	○○○部○○○課

	
	
	TEL
	**-****-****（内線）
	FAX
	**-****-****

	
	
	e-mail
	
	エフォート
	（%）

	
	経理責任者
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏名)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	○○○部○○○課

	
	
	TEL
	**-****-****（内線）
	FAX
	**-****-****

	
	
	e-mail
	

	
	業務概要
	

	
	従業員数
	（人）
	
	

	
	財務状況

（注５～６）
	年度
	平成２２年度
	平成２３年度
	平成２４年度

	
	
	当期純利益（千円）
	
	
	

	
	
	資本金（千円）
	
	
	

	
	
	純資産（千円）
	
	
	


（注１）代表機関及び全ての共同研究機関について研究実施責任者を記載して下さい。
（注２）研究代表者と経理統括責任者、研究実施責任者と経理責任者、経理統括責任者と研究実施責任者は、それぞれ別の者である必要があります。
（注３）電話番号、FAX番号、e-mailアドレスは半角文字で記載してください。
（注４）共同研究機関が複数ある場合は、様式を追加すること。
（注５）財務状況は「貸借対照表」又は「損益計算書」の金額を記入してください。
（注６）地方公共団体に関しては、財務状況の記入は不要です。

（注７）研究管理運営機関の項目は、該当する場合のみ記載してください。
（２）研究者情報
①研究代表者の経歴等（研究代表者のみ記載）
	研究代表者名
	

	最終学歴
	

	学位
	

	主な職歴と
研究内容
	


②主な研究論文、著書及び特許の取得（研究代表者・研究分担者すべての者において記載）
	氏　名
	学位
	所属・役職
	主な研究論文・著書・特許（近年の重要なものを５件以内）

	（研究代表者）
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


	氏　名
	学位
	所属・役職
	主な研究論文・著書・特許（近年の重要なものを５件以内）

	（研究分担者）
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（提案課題と関連があるものについては◎をつけること）
（注１）著者（共著者）に本人及び研究分担者が含まれる場合は名前にアンダーラインを付すこと
様式２－２（参画機関の特許権等への取組状況）原則Ａ４用紙２枚以内・必須
	研究計画名
	

	代表機関名
	
	研究代表者名
	


（１）当該研究課題についての、成果の活用に係る方針、指針等の有無
※　単に方針や指針の有無だけでなく、想定される成果の利活用及び普及方法等が概ね決まっている場合にはその概要を記載してください。
＜研究プラットホームに応募する場合＞

拠点研究機関は、研究推進方針で研究基盤（環境）の整備として、研究成果の取扱い関するルールをづくりを完了するのかを明記して下さい。

（記載例）
発生が想定される○○（研究成果）については、○○機関を通じて普及する（または事業化する）予定としている。また、国内外で権利化を行う予定としている。　
海外の共同研究機関で開発する予定の○○○は○○○で活用する予定
拠点研究機関である○○○研究所は共同研究機関と協議し、研究成果の取扱いに関するルールづくりを平成27年○月までに完了し、「メタボローム解析を活用した農林水産・食品産業における産学官連携研究検討会に報告する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
（２）各参画機関における職務発明規程の他、知的財産管理指針、ポリシー、規程等の有無
※　有りの場合はそのポリシー等の名称又は概要を記載してください。普及・実用化のみを実施する機関については、秘密保持に関する規程等を記載。無しの場合はどのように管理するのかを記載してください。

（記載例）
研究機関○○：「○○知的財産基本方針」
研究機関○○：無、しかし、○○において知的財産の管理するよう定めている。
研究機関○○：無、○○機関の「○○知的財産基本方針」を参考にして管理する。
普及・実用化支援組織○○：「○○」において、秘密保持に関する規程を定めている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       等
（３）研究グループにおける知的財産管理指針、ポリシー、規程等の有無
※　有りの場合はその方針の概要を記載してください。無しの場合は「無し」と記載してください。

（記載例）
　   「○○コンソーシアム知的財産管理規程」を定め実施予定。
（４）各参画機関における知的財産部や担当官、知的財産権に関する問合せ窓口の配置（設置）の有無
※　組織図で確認できる場合は組織図を簡略して記載してください。無しの場合は「無し」と記載してください。

（記載例１）
　     研究機関：知的財産○○部（課等）を設置し、各種出願・登録・管理を行う職員を配置。
　                ○○課に、知的財産の管理等を行う者を配置。
　                ○○長において一括管理。適宜、弁理士等に相談を行っている。
　               知財に関する問い合わせについては、○○が対応。
（記載例２）


様式２－３（経理事務体制について）Ａ４用紙２枚以内・必須
	研究計画名
	

	代表機関名
	
	研究代表者名
	

	研究管理
運営機関名
	
	研究管理運営機関の責任者名
	


※経理責任者を置く機関（代表機関又は研究管理運営機関）の経理体制について記載してください。共同研究機関の経理体制は必要ありません。
１．区分経理処理が行える会計の仕組みについて
　（１）現在、区分経理処理が行える会計の仕組みが整備できていますか。
※どちらかに○を付してください。
　　・　現在整備できている
　　・　現在整備できていない
　（２）その内容
※現在整備出来ていない機関にあっては、整備予定時期も記載してください。
	（記載例）整備出来ている場合
  ・現在使用している経理システムでは、予算コードを設定出来るため、本委託事業に係る経費について、新たにコードを付与することによって区分経理処理をすることが可能である。
  ・資金種別ごとに内訳簿を設ける会計の仕組みとなっているため、区分経理処理をすることが可能である。
（記載例）整備出来ていない場合
　・現在使用している経理システムでは、区分経理に対応できないため、表計算ソフトウェアを利用して、別途内訳表を作成する予定。
    　整備予定時期：採択決定後
  ・現在、受入経費ごとに帳簿を作成していないが、本委託事業を実施することになった場合は、新たに本委託事業用の帳簿を備え、対応する予定。
    　整備予定時期：契約締結時



２．経理執行体制について
（１）現在の経理体制・職務内容
※　下記はあくまでも例示であり、各項目について体制・職務内容が分かるものであれば、この書式でなくても構いません。
①　物品購入・役務発注
	
	役職名等
	職務内容

	経理執行責任者
	経理課長
	経理関係事務の総括。

	支払責任者
	経理係長
	発注先からの請求書と検収責任者からの検収報告書を照合し、経理執行責任者の確認のうえ支払いを行う。

	検収責任者
	経理事務員Ａ
	発注書に基づき検収を行い、検収報告書を作成する。

	発注責任者
	経理事務員Ｂ
	発注依頼書に基づき発注書を作成し、経理執行責任者の確認のうえ、業者へ発注する。

	発注依頼者
	研究総括者
	発注依頼書を作成する。


　　役職名等には個人名を記載しないでください。同じ役職名等で別の者の場合は、適宜Ａ・などを付して、違う者であることを明確にしてください（以下、同じ）。
②　旅費
	
	役職名等
	職務内容

	経理執行責任者
	経理課長
	経理関係事務の総括。

	支払責任者
	経理係長
	出張伺書、旅費計算書、必要に応じ領収書を照合し、経理執行責任者の確認のうえ支払いを行う。

	旅費計算責任者
	経理事務員Ｂ
	出張伺書、または出張報告書に基づき旅費計算書を作成する。

	出張者
	研究総括者
	出張伺書、出張報告書を作成する。


③　人件費・賃金
	
	役職名等
	職務内容

	経理執行責任者
	経理課長
	経理関係事務の総括。

	支払責任者
	経理係長
	勤務時間管理報告書、給与・賃金計算を照合し、経理執行責任者の確認のうえ支払いを行う。

	給与計算責任者
	経理事務員Ａ
	勤務時間管理報告書をもとに給与・賃金計算書を作成する。

	勤務管理者
	総務課長
	該当者の勤務時間管理報告書を作成する。


（２）内部牽制について
※　上記１に基づき、内部牽制が担保できていることを記載してください。なお、担保できていない場合は、出来てない部分についての対応策及び対応予定時期も記載してください。
　　「担保出来ている」・「担保出来ていない」の判断基準
　　　・発注者および各責任者が同一者で無い体制となっていること。
    　・外部との契約、および支出の際には経理執行責任者の確認を経た上で行う体制となっていること。
	 　 （記載例）担保できている場合
   上記１のとおり、物品購入・役務発注にあっては、発注責任者、検収責任者、支払責任者を、旅費・人件費・賃金支払に当たっては、計算責任者と支払責任者を別の者としており、また、外部との契約、および支出の際には、経理執行責任者の確認のうえ行うこととしていることから、内部牽制は担保されている。
　　（記載例）担保できていない場合
物品購入・役務発注について、現状、検収責任者と支払責任者が同一者となっているが、委託契約締結時において、検収責任者を雇用し、各責任者が同一者とならないよう配置する予定である。なお、旅費・人件費・賃金支払に当たっては、計算責任者と支払責任者を別の者としており、また、外部との契約、および支出の際には、経理執行責任者の確認のうえ行うこととしていることから、委託契約締結時において、内部牽制は担保される予定である。



様式２－４（研究管理運営機関を活用する理由書）Ａ４用紙１枚以内・該当研究計画のみ
	研究計画名
	

	代表機関名
	
	研究代表者名
	

	研究管理
運営機関名
	
	研究管理運営機関の責任者名
	


　（理　由）
平成○○年○○月○○日
代表機関の財政担当責任者
	担当者の連絡先

	担当者氏名
	

	所属部署
	

	役　　　職
	

	電話番号・FAX
	

	E-mail
	


（注）課題が採択された場合、代表機関の財政担当責任者の公印を押印したものを速やかに提出していただきます。
(3)・・・・の試作（（独）○○機構○○研究所）





(3)・・・・の解析（（独）○○機構○○研究センター）





(2)・・・・の開発（○○株式会社）





(1)・・・・の解明（○○大学○学部）





(1)・・・・の解析（○○大学○学部）





(2)・・・・の開発（○○県○○試験場）





知財部





管理課（問い合わせ窓口）





出願課
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